
１０ 相談支援の充実等について
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指定一般相談支援事業所の指定申請に係る提出書類一覧

様式番号 書類名 チェック 備考
様式第１号 指定一般相談支援事業所　指定申請書

付表１４ 指定一般相談支援事業所の指定に係る記載
事項

付表　別紙 他の事業所又は施設の従事者と兼務する地
域移行支援・地域定着支援に従事する者

※相談支援専門員等を他の職種と
兼務とする場合に記載。

別紙２ 勤務体制・形態一覧表 雇用関係の分かる書類、組織体制図
を添付すること。

-
雇用関係の分かる書類
　※平成30年4月1日指定より対象

雇用契約書または雇用証明一覧表

-
定款又は寄付行為等 原本証明が必要。（別紙参照）

-

登記事項証明書又は条例等 地方自治体の場合は条例、その他
の場合は登記事項証明書（写しの場
合は原本証明が必要）を添付。

参考様式１ 事業所平面図 相談支援事業専用部分、他事業との
共用部分がわかるようマーカー等で
色をつけ、各部屋の面積を記入する
こと。
外観、内部の写真を添付すること。

-

案内図 最寄り駅やバス停、近隣の同一法人
経営施設等との位置関係がわかるも
の。

参考様式２ 設備・備品等一覧表

参考様式３ 管理者経歴書

参考様式３ 相談支援専門員経歴書

参考様式４又は
参考様式５

相談支援専門員実務経験証明書

-

相談支援専門員の相談支援従事者研修修了
証等の写し

相談支援従事者初任者研修修了証
の写し（原本証明したもの）を添付。

修了年度によっては、相談支援従事
者現任研修修了証の写し（原本証明
したもの）の添付も必要。

※相談支援従事者初任者研修修了
の資格は、修了年度の翌年から５年
度の間に現任研修を修了しなければ
失効することに注意。

参考様式３ その他の従業者（地域移行支援・地域定着支
援に従事する者）経歴書

※相談支援専門員以外に従事する
者がある場合に記載。

-
運営規程

参考様式６ 利用者からの苦情を解決するために講ずる措
置の概要

参考様式７ 主たる対象者を特定する理由等 事業の対象とする主たる障害の種別
を特定する場合のみ添付。
※原則全障害対応すること

追加様式 指定一般相談事業者の指定に係る誓約書

参考様式１０ 役員等名簿

-
資産状況が確認できる書類 賃借対照表、財産目録等

障害福祉サービス事
業等開始届

障害福祉サービス事業等開始届

相談支援専門員としての実務経験が
確認できるように記載すること。
必要な場合は、資格証等の写しも添
付すること。
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（別紙）

　

一般相談支援事業・特定相談支援事業・障害児相談支援事業にかかる
定款の表記について

「一般相談支援事業」と市町村指定の「特定相談支援事業」及び「障害児相談支援事業」にかかる指定申請に
おいては、それぞれ法律名および事業名について明記してください。

　■以下に参考例を掲載しましたが、法人によって記載方法が違います。記載方法については、必ず関係機関に確認してください。
　■社会福祉法人や医療法人など、定款の変更に所轄庁の許可が必要な法人については、必ず所轄庁の指示に従ってください。
　■閲覧期間が必要など手続きに時間を要する場合もありますので、前もって関係機関に確認しその指示に従ってください。
　■法律名にご留意ください。
　　「障害者自立支援法」は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に変更してください。
　　障害児相談支援事業は「児童福祉法」です。

※なお、指定申請の際は、必ず定款変更完了後に、申請書をご提出ください。
　定款変更手続が完了していない場合、指定申請書類について受理いたしかねます。 

≪参考例：株式会社、有限会社など≫ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく一般相談支援事業及び特定相談支援

事業並びに児童福祉法に基づく障害児相談支援事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく一般相談支援事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく特定相談支援事業 

児童福祉法に基づく障害児相談支援事業  
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